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○犬山市飲食店全面禁煙化補助金交付要綱  

令和３年１月５日要綱第２号 

犬山市飲食店全面禁煙化補助金交付要綱  

（趣旨） 

第１条  この要綱は、受動喫煙の防止を推進するため、事業主が実施

する既存特定飲食提供施設の全面禁煙化に伴う改修に要する経費に

ついて交付する犬山市飲食店全面禁煙化補助金（以下「補助金」と

いう。）について、犬山市補助金等交付規則（昭和 56年規則第10号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

(１ ) 既存 特 定飲食 提 供 施設  健康増 進 法 の一 部 を改正 す る 法律

（平成 30年法律第 78号）附則第２条第２項に規定する既存特定飲

食提供施設をいう。  

(２ ) 全面禁煙化  施設内での喫煙を全面的に禁止することをいう。 

（補助対象者） 

第３条  補助金の交付対象となる者は、次の各号に掲げる要件をすべ

て満たすものとする。 

(１ ) 市内に既存特定飲食提供施設を有する者  

(２ ) 補助金の交付を受けて実施する事業（以下「補助事業」とい

う。）の完了日以降、当該事業に係る既存特定飲食提供施設（以

下「対象施設」という。）を全面禁煙化することに同意する者  

(３ ) 犬山市税条例（昭和 29年条例第 17号）第３条に規定する市税

及び犬山市国民健康保険条例（昭和 36年条例第 19号）第７条に規

定する国民健康保険税（以下「市税等」という。）の未納がない

者 

(４ ) 対象施設について犬山市受動喫煙防止対策事業補助金交付要

綱（令和３年要綱第１号）に基づく犬山市受動喫煙防止対策事業

補助金又は同要綱第３条に規定する国等助成金の交付を受けてい
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ない者 

（補助対象経費） 

第４条  補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助事業に係る次に掲げる措置に要する経費とする。  

(１ ) 壁紙、カーテン等の改装及び交換  

(２ ) 喫煙室又は喫煙所の撤去 

（補助金の額等） 

第５条  補助金の額は、補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額

（その額に 1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた

額）とし、20万円を限度とする。 

２  補助金の交付は、１の事業所につき１回に限る。  

（交付申請） 

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、補助事業に着手する日の１月前までに、犬山市飲食店全面禁煙

化補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

(１ ) 事業計画書（様式第２） 

(２ ) 対象施設の客席面積がわかる平面図  

(３ ) 補助事業に係る見積書の写し  

(４ ) 対象施設の位置図及び補助事業の実施予定箇所のカラー写真  

(５ ) 食品衛生法（昭和 22年法律第 233号）に基づく営業許可証の写

し 

(６ ) 犬山市飲食店全面禁煙化補助事業承諾書（様式第３。申請者

と対象施設の所有者とが異なる場合に限る。）  

(７ ) その他市長が必要と認める書類  

（交付決定） 

第７条  市長は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは、犬山市飲食店全面禁煙化補助金交付決定通知書

（様式第４）により申請者に通知するものとする。  

（計画変更等の承認） 
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第８条  前条の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

が、当該決定に係る内容の変更又は事業の中止（以下「変更等」と

いう。）をしようとするときは、速やかに犬山市飲食店全面禁煙化

補助金計画（変更・中止）承認申請書（様式第５）に変更等の内容

が確認できる書類を添えて市長に提出しその承認を受けなければな

らない。 

２  市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは、犬山市飲食店全面禁煙化補助金変更決定通知書（様

式第６）又は犬山市飲食店全面禁煙化補助金交付決定取消通知書（様

式第７）により補助事業者に通知するものとする。  

（実績報告） 

第９条  補助事業者は、補助事業の完了の日から起算して 30日を経過

する日又は当該完了の日の属する年度の末日のいずれか早い日まで

に、犬山市飲食店全面禁煙化補助金実績報告書（様式第８）に次に

掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。  

(１ ) 補助事業に関する領収書の写し及び補助対象経費の内訳を明

らかにする書類 

(２ ) 補助事業の実施箇所のカラー写真  

(３ ) 犬山市飲食店全面禁煙化補助金請求書（様式第９）  

(４ ) その他市長が必要と認める書類  

（処分の制限） 

第 10条  補助金の交付を受けて取得し、又は効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）は、市長の承認を受けないで、補助事

業以外の目的に使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。ただし、補助事業が完了した日の属する年度の翌

年度から５年間を経過した場合は、この限りでない。  

２  市長は、前項ただし書の規定による取得財産等の処分があったと

きは、補助事業者に対し、当該処分による収入の全部又は一部を市

に納付させることができる。 

（委任） 
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第 11条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則  

１  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

２  この要綱は、令和７年３月 31日限りその効力を失う。ただし、同

日までに行われた第６条の申請に係る事案については、同日後もな

おその効力を有する。 
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様式第１（第６条関係） 
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様式第２（第６条関係） 
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様式第３（第６条関係） 
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様式第４（第７条関係） 
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様式第５（第８条関係） 
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様式第６（第８条関係） 

 

様式第７（第８条関係） 
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様式第８（第９条関係） 
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様式第９（第９条関係） 

 


